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表 1　体罰による処分の推移（文部科学省調査 3 ）より引用し，筆者作成）
懲戒処分
合計 訓告 諭旨免職 総計
免職 停職 減給 戒告
2007年度 0 15 57 52 124 247 0 371
2008年度 0 17 75 48 140 236 0 376
2009年度 0 11 71 68 150 243 0 393
2010年度 0 13 52 66 131 226 0 357
2011年度 0 20 52 54 126 278 0 404
表 2　体罰による処分の推移（文部科学省調査 4 ）より引用し，筆者作成）
懲戒処分
合計 訓告 諭旨免職 総計
免職 停職 減給 戒告
1993年度 0 4 16 45 65 193 0 258
1994年度 0 6 18 43 67 212 1 280
1995年度 0 8 27 39 74 236 1 311
1996年度 0 8 34 68 110 297 0 407
1997年度 0 5 37 67 109 305 0 414
1998年度 0 11 44 59 114 269 0 383
1999年度 0 9 40 65 114 271 2 387
2000年度 1 7 56 68 132 259 1 428
2001年度 0 15 56 54 125 299 0 424
2002年度 0 18 63 56 137 313 1 451
2003年度 1 21 71 80 173 320 1 494
2004年度 0 20 66 57 143 277 0 420
2005年度 0 18 64 64 146 300 1 447
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免職処分が全国的に極めてまれなこと




















































































































































































































合計 訓告 諭旨免職 総計
免職 停職 減給 戒告
2007年度 83 43 9 4 139 14 11 164
2008年度 99 41 16 4 160 12 4 176
2009年度 100 24 9 5 138 12 3 153
2010年度 105 38 6 3 152 21 2 157
2011年度 101 38 9 3 151 18 1 170



















































































































































事由 免職 停職 減給 戒告
教育公務員として不適切な行為
ア　学校における業務データ等の不適切な管理 　 　 　 　
※　学校における業務データ等の取扱いとは，教育委員会事務局において定められたルール等をいい，校長
においては，学校組織としての対応を遵守しなかった場合にも同様に処分することとする。
イ　校外学習，部活動中の飲酒等の不適切行為 　 　 　 　
ウ　他教員等の明白な非違行為等を容認した場合 　 　 　 　
エ　その他，教育公務員として不適切な指導を行った場合 　 　 　 　





　 処分歴有り 　 　 　
イ　児童・生徒に体罰を行ったが負傷には至っていない
　 　 　 　
（精神的な苦痛を与えた場合も含む）
　 処分歴有り 　 　 　






身体的接触等をし，又は法律・条例等に違反する行為をした（未遂を含む） 　 　 　
セクシャル・ハラスメントをした 　 　 　
イ　保護者に対する行為
身体的接触等をし，又は法律・条例等に違反する行為をした（未遂を含む） 　 　 　
セクシャル・ハラスメントをした 　 　 　
ウ　児童・生徒及び保護者以外の者に対する行為
法律・条例等に違反する行為をした（未遂を含む） 　 　 　
セクシャル・ハラスメントをした 　 　 　
24
「戒告」である。体罰行為の内容は「当該教諭は，




















































































































































この調査の結果を第 1 次（2012年 4 月～2013年
1 月）と第 2 次（2012年度）と分けて報告を
行った。
〈第 1 次報告〉








































































































































































































































































































5 ． 1 　文部科学省
桜宮体罰事件を受けて，文部科学省は体罰に
関する通知を 2 回出している。2013年 3 月13
日，「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく指











3 月に出された 1 回目のその主な内容は，
「 1  体罰の禁止及び懲戒について」，「 2  懲戒
と体罰の区別について」，「 3  正当防衛および
正当行為について」，「 4  体罰の防止と組織的
な指導体制について」，「 5  部活動指導につい
























としている。続く「 3  正当防衛および正当
行為について」では，「教員がやむを得ずした
有形力の行使は」体罰に該当しないと明記され








た取組の徹底について」（ 8 月 9 日）であるが，
こちらは，文部科学省が行った体罰に関する実






































































「 1   教員等が児童生徒に傷害を負わせるよう
な体罰行った場合
　2   教員等が児童生徒への体罰を常習的に
行っていた場合
　3   体罰を起こした教員等が体罰を行った事
実を隠蔽した場合等」
である。


















































































































































































































































































































































































































































6 ）朝日新聞2003年11月27日朝刊 2 社会面「生徒に「カ
ス」殴るける　体罰・暴言の教諭免職　北九州【西
部】」
7 ）朝日新聞2005年 5 月17日夕刊 2 社会面「体罰で懲
戒免職の教諭復職　北九州市の人事委裁決【西
部】」
8 ）朝日新聞2001年 7 月19日朝刊 3 社会「教師の体罰，
容認派68％　北九州市が人権意識調査【西部】」
9 ）同上












12）学校完全週 5 日制は2002年 4 月からの実施のため，
2000年当時は第 2 と第 4 が休業日である。
13）朝日新聞2000年11月29日朝刊熊本 1 面「「教育への
信頼失墜」玉名郡内の全裸体罰事件／熊本」
14）朝日新聞2000年12月 1 日夕刊 1 社会面「教諭，男
女児童20人に「服脱げ」　熊本の全裸体罰問題【西
部】」
15）朝日新聞2000年12月 2 日朝刊熊本 1 面「「教諭に厳
正処罰を」児童全裸体罰事件で保護者説明会／熊
本
16）朝日新聞2000年12月 2 日朝刊 1 社会面「学校関係
者を法務局が聴取　熊本の全裸体罰問題【西部】」
















































38）中学校学習指導要領（平成20年 3 月）第 1 章総則
「第 4  指導計画の作成等に当たって配慮すべき事
項」の「 2 ．以上のほか，次の事項に配慮するもの
とする」の（13）に記載されている。「生徒の自主
的，自発的な参加により行われる部活動について
は，スポーツや文化及び科学等に親しませ，学習
意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等に資するも
のであり，学校教育の一環として，教育課程との
関連が図られるよう留意すること。その際，地域
や学校の実態に応じ，地域の人々の協力，社会教
育施設や社会教育関係団体等の各種団体との連携
などの運営上の工夫を行うようにすること」
39）朝日デジタル2013年10月31日「名門道場に任せき
り，この安全後回し　相模原・柔道体罰」
40）大阪市教育委員会「体罰・暴力行為を許さない開
かれた学校づくりのために　体罰・暴力行為の防
止及び発生時の対応に関する指針　児童生徒の問
題行動への対応に関する指針」2013年 9 月
41）大阪市教育委員会資料をもとに，筆者作成
42）大阪市教育委員会「大阪市部活動指針～プレイヤー
ズファースト」2013年 9 月
